
企業会計基準公開草案第 87 号に関するコメント 

公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・公共政策コンサルタント 
田淵 隆明

【質問 1】（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 
⇒基本的に同意する。しかし、「承認日」と「公開日」の間に重要な後発事象(企業トップの

不祥事、重要な取引の不成立、IFRS 採用時の重要な「のれん」の減損)については、財務

諸表の遡及的修正が必要とされている(本公開草案第 8 項)が、その期限の数量的明示(例:事
象発生から 3 ヵ月以内)が必要である。

【質問 2】（会計監査人設置会社の計算書類及び連結計算書類における後発事象

の対象期間に関する質問）

⇒同意する。「確認日」を「取締役会の承認日」ではなく、「会計監査人の確認日」と明記

したことは、監査制度の趣旨から考えて、非常に適切である。

【質問 3】(適用時期及び経過措置に関する質問) 
⇒一部同意しない。

＞なお、本適用指針案では、監基報 560 実 1 における計算書類の会計監査人の監査報 
告書日から連結計算書類の会計監査人の監査報告書日までに発生した修正後発事象を

開示後発事象に準ずる取扱いとする内容と同様の定めは設けていない。

⇒これには強く反対する。IFRS と矛盾する上、有害無益な緩和規定である。

そもそも、JGAAP の品質・信頼性をわざわざ毀損するような、自滅的な緩和規定を何故盛

り込むのか理解に苦しむ。

＞親会社の計算書類に係る監査報告書日後、連結財務諸表の監査報告書日までに

発生した修正後発事象（連結子会社等に係るものを含む。）については、開示後発

事象に準じて取り扱う。

⇒これにも強く反対する。IFRS と矛盾する上、有害無益な緩和規定である。

そもそも、JGAAP の品質・信頼性をわざわざ毀損するような、自滅的な緩和規定を何故盛

り込むのか理解に苦しむ。
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＞(2)の金融商品取引法監査における連結財務諸表に関する特例的な取扱いについては、

連結計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後

発事象を対象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、 現行実務に

おいては基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっている

ことを踏まえ、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発

生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱うように見直しを行うこと

とした。 
 
＞後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日後に生じ

た修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご記載ください。 
 
⇒当然である。上記の自滅的な寛恕規定は削除し、最初から、連結財務諸表に関する特

例的な取り扱いは導入すべきではない。 
 

※数年前の某大手自動車会社の不祥事も、「性善説」に基づく JGAAP の寛恕規定が仇とな

った例と考えられる。「連結外し」を禁止し、「子会社に対する持分法適用」を禁止して、

透明性を高めるべきである。 
 
※近年頻発している企業(財務諸表提出会社以外の子会社等を含む)の経営者・幹部の法令違

反・コンプライアンス違反・人権侵害などの不祥事による、取引停止や CM 見合わせ等に

よる収入の減収見込みなども明記することを義務化するべきである。 
 
 
【質問 4】（開示に関する質問） 
⇒同意しない。 
＞本会計基準案では、企業会計基準第 33 号「中間財務諸表に関する会計基準」及び企 業
会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」については、財務諸表の公表 の承

認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の名称の注記を行う改正を提案していな

い。 
＞IFRS において当該注記が求められていない中で、開示に関して適時性に係るより強い 
制約があることも踏まえ、本会計基準案では開示を求めていない。 
 
⇒JGAAP の品質を高度化することに躊躇するべきではない。現に、中国の「新企業会計準

則」では、IFRS と同様に「連結外し」と「子会社に対する持分法適用」を禁止するだけで

なく、CF 計算書を個別・連結の開示を義務化し、直接法＋間接法との調整表の開示を義務

化し、高い評価を得ている。 



 また、平成 30年度に義務化された地方自治体の会計制度では、これらも義務化しており、

企業会計よりも透明度の高い制度となっている。特に、東京都世田谷区の会計制度は非常

に透明度が高く、以下のものも開示している。本来ならば、JGAAP でも開示を義務化する

べきである。 
① 連結精算表 
② 連結 BS の相殺消去マトリックス 
③ 連結 PL の相殺消去マトリックス 
④ 連結 CF の相殺消去マトリックス 
⑤ 固定資産台帳 

★連結財務諸表の公表 | 世田谷区公式ホームページ 
https://www.city.setagaya.lg.jp/02003/21531.html 
★固定資産台帳 | 世田谷区公式ホームページ 
https://www.city.setagaya.lg.jp/02234/6236.html 
 
 
【質問 5】（適用時期等に関する質問） 
⇒同意する。できれば「2027 年 4 月 1 日以降に開始する年度」から強制適用とするべきで

ある。 
 
【質問 6】（その他） 
⇒財務諸表等規則・連結財務諸表規則の範疇ではあるが、以下の対応必要である。 
・中間財務諸表の SS は義務化する。また、IFRS のように株主資本以外の増減明細の開示

も義務化する。 
・四半期開示を復活させる。 
・BS と SS も、IFRS に合わせて「経済的単一定説」に移行し、PL と CI(包括利益計算書)
と統一する。 
 
【質問 7】（補足文書(案)に関する質問） 
⇒強く同意する。近年の ASBJ では、補足文書や解説動画などが非常に充実しているので、

今後とも継続・充実されることを強く希望します。 
            (以上) 

https://www.city.setagaya.lg.jp/02003/21531.html
https://www.city.setagaya.lg.jp/02003/21531.html
https://www.city.setagaya.lg.jp/02234/6236.html
https://www.city.setagaya.lg.jp/02234/6236.html

